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１ 検討結果 

  当検討委員会では、本件について調査・検討を行ったところ、公聴会及び

参考人制度については、制度の趣旨に鑑み、今後とも必要に応じて積極的に

活用していくべきであるとの内容で意見が一致し、検討委員会としての結論

に至った。 

２ 議論の概要 

 (1) 公聴会、参考人制度について 

・ 公聴会は、一定の手続に基づいて、広く利害関係者または学識経験者

等の意見を聴取するための制度である。公聴会の開催に当たっては、議

長は日時、場所、案件など、必要事項を公示する必要がある。公聴会で

意見を述べる公述人の人選に際しては、賛否の一方に偏ることのないよ

う、公平性に配慮しなければならないとされている。これらのことから、

公聴会は開催までの手続等に相当の期間を要するため、時宜に即した機

動的な対応が行いにくい側面がある。 

  また、公聴会は任意に開催可能だが、町または字の新設等の議案に対

し住民に異議がある場合の、住居表示に関する法律の規定に基づく公聴

会と、心身の故障または非行等を理由とする選挙管理委員、監査委員、

人事委員会委員の罷免の同意に係る地方自治法等の規定に基づく公聴会

については、開催の義務がある。 

・ 参考人制度は、簡単な手続により直接市民の意見を聴取する方法を設

けるため、平成３年に制度化されたものである。 

  参考人は、議会が調査等のために出頭を求め、これに応じて本会議ま

たは委員会に出頭して意見を述べる者のことである。参考人の出頭を求

めるときは、議長は、参考人に日時、場所、案件など、必要事項を通知

しなければならない。 

・ 本市議会における公聴会の開催事例は、平成元年に、宮前区における

町区域（菅生ヶ丘）の新設の議案について、住居表示に関する法律に基

づき開催した例が唯一である。また、任意での公聴会の開催はこれまで

なく、本市議会ではこれに代わるものとして、聴聞会を開催する扱いと

している。聴聞会は法的根拠がなく、平成１１年の下水道使用料の改定

に係る条例改正議案以降、開催されていない。 

・ 参考人制度については、平成９年の市民委員会における外国人市民代

表者会議の正副委員長の招致が初めての例であり、その後毎年、委員会

に同正副委員長を招致している。その後、平成２１年に制定された川崎

市議会基本条例では、市民の意見及び知見を審査等に反映させるため、

公聴会及び参考人の制度等の活用に努めることを規定し、平成２４年に

は地方自治法の改正により、本会議においても公聴会の開催や参考人の

招致が可能となった。 
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  こうした状況の中で、本市議会では、平成２８年に教育長候補者を本

会議における参考人として初めて招致し、平成２９年には、大都市税財

政制度調査特別委員会において大学教授の招致を行った。 

・ このように、本市議会では、公聴会の開催事例は少なく、参考人招致

の実施事例は増加傾向にあるものの、これらの制度の更なる活用に向け

て検証が必要と思われる。 

 (2) 他都市の状況調査に基づいた協議 

・ 他の政令指定都市における公聴会の開催状況を見ると、平成元年以降

に開催の実績がある都市は本市を除くと横浜市のみであり、内容は本市

と同じく住居表示に関する法律の規定に基づくものであった。 

・ これに対し、参考人制度については、政令指定都市の半数以上が積極

的に活用している状況であった。 

・ 公聴会は、前述のとおり、開催に際して日程や場所の公示など一定の

手続を経る必要があり、また、公述人についても賛成者と反対者の一方

に偏らないよう選出しなければならないなど、事前準備の負担が非常に

大きいことから、活用事例が極めて少ないものと推測される。 

・ 一方、参考人制度については、比較的簡易な手続により実施が可能で

あるため、各都市においても積極的に活用されてきたものと思われる。 

 (3) 検討委員会における議論の結論 

・ 議員は市民の代表者として、日々の活動を通じて市民意見の把握、集

約を行った上で議会審議に臨んでおり、これらの活動によって、市民意

見を市政に反映させるよう努めている。 

  その一方で事案によっては、市民の意見を議会として直接聴取するこ

とが望ましい場合や、専門的知識を有する学識経験者等の知見を聴取し、

より充実した議会審議につなげることが望ましい場合などもあると考え

られる。そのような場合においては、市民から直接意見等を聴取するこ

とができる公聴会や参考人制度は、議会における議論をより充実させる

観点から、非常に有用なものと考えられる。 

・ 制度の活用に当たっては、事案の内容に応じて個別にその必要性を検

討するべきであり、活用の是非については実施主体となる委員会等の判

断を尊重するべきである。 

・ 以上のとおり、今回、検討委員会の協議事項として取り上げたことに

より、公聴会や参考人制度などの市民意見を聴取する制度について、改

めてその意義、有用性を確認することができたものと考えている。他都

市においては、常任委員会、特別委員会等の様々な場面で活用されてい

ることから、それらも参考にしつつ、今後とも必要に応じて、本制度を

積極的に活用していくべきであるとの結論に至った。 
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資 料 編 

○ 検討項目「公聴会、参考人制度の活用ルール化の検討」に関する提案要旨 

 （みらい）－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ ４ 

○ 公聴会及び参考人制度（地方自治法第１１５条の２の規定による）－ ５ 

○ 政令指定都市における公聴会及び参考人制度の活用状況－－－－－－ ９ 
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検討項目「公聴会、参考人制度の活用ルール化の検討」に関する

提案要旨（みらい） 

例年、文教委員会の外国人市民代表者会議で参考人招致を実施 

しているが、地方自治法に規定されている公聴会や参考人制度を 

活用することについて、他都市の事例を参考に制度の有用性やその

効果について検討を行いたい。
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公聴会及び参考人制度 

（地方自治法第１１５条の２の規定による） 

○公聴会・・・公の機関が一定の事項について判断し、または決定する場合に、広く利害関

係者または学識経験者等の意見を聴き、その参考にするために設けられた制

度。本会議または委員会で公聴会を開くとき、議長はその日時、場所及び意

見を聴こうとする案件その他必要な事項を公示する。公聴会に出て意見を述

べるものを「公述人」といい、その人選については、本会議で公聴会を開く

場合にあっては議会が定め、委員会で公聴会を開く場合にあっては委員会で

決定する。人選に際しては、賛否公平に選定することを要し、当該案件に対

して賛否両論があるときは、一方に偏らないよう配慮する必要がある。 

        公聴会の開催は原則として義務的なものではないが、①町または字の新設

等の案に対し、住民に異議がある場合の町または字区域の新設等の議決事

件、②心身の故障または非行等を理由とする選挙管理委員の罷免または監査

委員若しくは人事委員会の委員の罷免の同意に係る公聴会は義務的なもので

あり、本会議または当該事件を付託された委員会において、必ず公聴会を開

かなければならない。（ぎょうせい「地方議会運営事典」より抜粋） 

＜本市議会における公聴会の開催例＞ 

・平成元年３月２２日 第４委員会 

  宮前区における町区域の設定（議案）「菅生ケ丘」新設に伴う、住居表示に関する

法律第５条の２第６項に基づく公聴会 

○参考人・・・議会が本会議または委員会において地方公共団体の事務に関する調査または

審査のため必要があると認めるときに出頭を求め、これに応じて本会議また

は委員会に出頭して意見を述べる者のこと。参考人の出頭を求めるときは、

議長は、参考人にその日時、場所及び意見を聴こうとする案件その他必要な

事項を通知しなければならない。参考人が出頭せず、または意見を述べなか

ったとしても、これに対する罰則はない。また、参考人には出頭に要した実

費を弁償しなければならない。（ぎょうせい「地方議会運営事典」より抜粋） 

＜本市議会における参考人招致の実施例＞ 

・平成９年６月１７日 市民委員会「川崎市外国人市民代表者会議の年次報告」 

 ⇒外国人市民代表者会議正副委員長を参考人招致し報告を受ける（以降、例年実施） 

・平成２８年第１回定例会（第５日）「川崎市教育委員会の教育長の任命について」 

 ⇒教育長候補者を参考人招致し所信表明を実施 

・平成２９年９月２５日「大都市における税財政制度の諸問題に関する調査・研究に

ついて」 

 ⇒専修大学経済学部教授を参考人招致し説明を受ける 
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（参考） 

地方自治法（抜粋）

〔公聴会及び参考人の出頭〕 
第１１５条の２ 普通地方公共団体の議会は、会議において、予算その他重要な議案、
請願等について公聴会を開き、真に利害関係を有する者又は学識経験を有する者等か
ら意見を聴くことができる。 

② 普通地方公共団体の議会は、会議において、当該普通地方公共団体の事務に関する
調査又は審査のため必要があると認めるときは、参考人の出頭を求め、その意見を聴
くことができる。 

川崎市議会委員会条例（抜粋）

（公聴会開催の手続） 
第２２条 委員会が、公聴会を開こうとするときは、議長の承認を得なければならない。 
２ 前項の承認をしたときは、議長は、その日時、場所、意見を聴こうとする案件その
他必要な事項を公示する。 

（意見を述べようとする者の申出） 
第２３条 公聴会に出席して意見を述べようとする者は、文書であらかじめその理由及
び案件に対する賛否を、その委員会に申し出なければならない。 

（公述人の決定） 
第２４条 公聴会において意見を聞こうとする利害関係者及び学識経験者等（以下「公
述人」という。）は、前条の規定によりあらかじめ申し出た者及びその他の者の中から、
委員会において定め、議長を経て、本人にその旨を通知する。 
２ あらかじめ申し出た者の中に、その案件に対して、賛成者及び反対者があるときは、
一方にかたよらないように公述人を選ばなければならない。 

（公述人の発言） 
第２５条 公述人が発言しようとするときは、委員長の許可を得なければならない。 
２ 前項の発言は、その意見を聞こうとする案件の範囲をこえてはならない。 
３ 公述人の発言がその範囲をこえ、又は公述人に不穏当な言動があるときは、委員長
は発言を制止し、又は退席させることができる。 

（委員と公述人の質疑） 
第２６条 委員は、公述人に対し質疑をすることができる。 
２ 公述人は、委員に対し質疑をすることができない。 

（代理人又は文書による意見の陳述） 
第２７条 公述人は、代理人に意見を述べさせ、又は文書で意見を提示することができ
ない。ただし、委員会が特に許可した場合は、この限りでない。 

（参考人） 
第２８条 委員会が参考人の出席を求めるには、議長を経なければならない。 
２ 前項の場合において、議長は、参考人にその日時、場所、意見を聴こうとする案件
その他必要な事項を通知しなければならない。 
３ 参考人については、第２５条（公述人の発言）、第２６条（委員と公述人の質疑）及
び第２７条（代理人又は文書による意見の陳述）の規定を準用する。 
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川崎市議会会議規則（抜粋）

第１１章 公聴会及び参考人 

（公聴会開催の手続） 
第９９条 会議において公聴会を開く議決があったときは、議長は、その日時、場所、
意見を聴こうとする案件その他必要な事項を公示する。 

（意見を述べようとする者の申出） 
第１００条 公聴会に出席して意見を述べようとする者は、文書であらかじめその理由
及び案件に対する賛否を、議長に申し出なければならない。 

（公述人の決定） 
第１０１条 公聴会において意見を聴こうとする利害関係者及び学識経験者等（以下
「公述人」という。）は、前条の規定によりあらかじめ申し出た者及びその他の者の
中から、議会において定め、議長から本人にその旨を通知する。 

２ あらかじめ申し出た者の中に、その案件に対して、賛成者及び反対者があるときは、
一方に偏らないように公述人を選ばなければならない。 

（公述人の発言） 
第１０２条 公述人が発言しようとするときは、議長の許可を得なければならない。 
２ 前項の発言は、その意見を聴こうとする案件の範囲を超えてはならない。 
３ 公述人の発言がその範囲を超え、又は公述人に不穏当な言動があるときは、議長は、
発言を制止し、又は退席させることができる。 

（議員と公述人の質疑） 
第１０３条 議員は、公述人に対し質疑をすることができる。 
２ 公述人は、議員に対し質疑をすることができない。 

（代理人又は文書による意見の陳述） 
第１０４条 公述人は、代理人に意見を述べさせ、又は文書で意見を提示することがで
きない。ただし、議会が特に許可した場合は、この限りでない。 

（参考人） 
第１０５条 会議において参考人の出席を求める議決があったときは、議長は、参考人
にその日時、場所、意見を聴こうとする案件その他必要な事項を通知しなければなら
ない。 

２ 参考人については、第１０２条（公述人の発言）、第１０３条（議員と公述人の質疑）
及び第１０４条（代理人又は文書による意見の陳述）の規定を準用する。 

7



 ■本市議会では、通常、公聴会に代えて聴聞会を行うことと規定している。 

 （議会運営の手引き１３５） 

＜本市議会における聴聞会の開催例＞ 

・平成１１年１２月１６日 まちづくり委員会 

  下水道料金改定議案審査に伴う聴聞会 

・平成 ７年 ６月２６日 第５委員会 

  上下水道料金改定議案審査に伴う聴聞会 ほか 

■委員会は、必要があるとき、公聴会（聴聞会）によらず、市職員以外の関係者から

参考意見を聴取するため、出席を依頼することがある。この場合の委員会は、通常、

懇談会としている。（議会運営の手引き１３０）

＜本市議会における懇談会の開催例＞ 

・平成１７年 ３月１５日 市民委員会 

  川崎港湾の将来について 

・平成１２年 ２月１８日 総務委員会 

  羽田空港離着陸機の本市上空の飛行について 

・平成 ３年１１月２１日 第１委員会 

  請願（ダイヤルＱ２問題）について 

（参考） 

議会運営の手引き（抜粋）

第４章 常任委員会 

 第３節 運営 

１３０  委員会は、必要があるとき、公聴会（聴聞会）によらず、市職員以外の関係者
から参考意見を聴取するため、出席を依頼することがある。この場合の委員会は、
通常、懇談会としている。 

          第４節  聴聞会 

１３５  通常、委員会は、公聴会に代えて聴聞会を行う。 
１３６  聴聞会開催にあたって、委員会は、あらかじめ次の事項を協議する。 
  (1) 日  時 
  (2) 場  所 
  (3) 案  件 
  (4) 参考人 
    ア  人  数 
    イ  選定方法 
    ウ  発言時間 
    エ  発言順序 
    オ  参考人に対する質疑 
    カ  参考人に対する配布資料 
    キ  参考人に対する費用弁償 
  (5) 傍聴の取り扱いについて 
    ア  議  員 
    イ  理事者 
    ウ  報道関係者 
    エ  一  般 
  (6) その他 

１３７  参考人に対しては、議長名により、出席依頼状を送付する。 
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政令指定都市における公聴会及び参考人制度の活用状況 

（平成２６年度～平成２８年度） 

１ 公聴会 

 １－１ 開催事例の有無 

あり ０市 ― 

なし ２０市 

＊札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、 

相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、 

京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、 

広島市、北九州市、福岡市、熊本市、川崎市 
＊
札幌市…申し合わせ等による公聴会に準ずる会議（聴聞会）を開催した実績がある  

（平成 28 年 10 月「札幌市電車乗車料金条例の一部改正に関する聴聞会」）。

２ 参考人制度 

 ２－１ 招致事例の有無 

あり １５市 

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、横浜市、 

相模原市、新潟市、名古屋市、京都市、大阪市、 

神戸市、岡山市、北九州市、熊本市、川崎市 

なし ５市 静岡市、浜松市、堺市、広島市、福岡市 

 ２－２ 招致対象の会議 

本会議 ４市 仙台市、千葉市、熊本市、川崎市 

議会運営 

委員会 
２市 横浜市、岡山市 

常任委員会 １０市 
さいたま市、横浜市、相模原市、名古屋市、京都市、

大阪市、神戸市、北九州市、熊本市、川崎市 

特別委員会 ６市 札幌市、仙台市、横浜市、新潟市、神戸市、岡山市 

 ２－３ 招致の回数（平成２６年度～平成２８年度合計） 

１回 ３市 千葉市、相模原市、名古屋市 

２回 ２市 北九州市、熊本市 

＊３回以上 １０市 

札幌市（3）、仙台市（19）、さいたま市（30）、 

横浜市（14）、新潟市（4）、京都市（5）、大阪市（5）、

神戸市（25）、岡山市（6）、川崎市（4） 
＊
３回以上…括弧内は招致の回数の合計。
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政令指定都市における公聴会及び参考人制度の活用状況について（平成２６年度～平成２８年度）

１　公聴会〔地方自治法第115条の2第1項〕の開催について

　政令市１９市において、開催した事例は、なし。

２　申合せ等による公聴会に準ずる会議（聴聞会）の開催について

　政令市１９市において、開催した事例は、札幌市のみ。

①開催事例 ②開催した日 ③開催した委員会名 ④テーマ・案件 ⑤出席を依頼された者に関する情報

札幌市 ○ 平成28年10月17日
第二部決算及び議案審査
特別委員会

札幌市電車乗車料金条例の一部改正に関する
聴聞会

北海道大学公共政策大学院公共政策学連携研
究部教授他2名

３　参考人制度〔地方自治法第115条の2第2項〕について

①実施事例 ②招致した日 ③出席した委員会名 ④テーマ・案件 ⑤参考人に関する情報

平成27年12月7日
冬季五輪招致・スポーツ振
興調査特別委員会

冬季オリンピック・パラリンピック招致について 早稲田大学スポーツ科学学術員教授

平成28年8月1日
※平成28年度は他1件

冬季五輪招致・スポーツ振
興調査特別委員会

冬季オリンピック・パラリンピック招致について スキージャンプ選手他1名

平成27年3月6日
※平成26年度は他7件

本会議 仙台市教育委員会の教育長の任命について 教育長候補者

平成27年4月20日
※平成27年度は他2件

選挙管理委員会の不適切
事務等に関する調査特別
委員会

自治体職員のモラル（倫理観）とモーラル（士気）
を高める組織づくりについて

同志社大学政策学部・同大学院総合政策科学
研究科教授

平成28年7月28日
※平成28年度は他7件

総合交通政策調査特別委
員会

今後の仙台市に求められる交通政策のあり方に
ついて

東北大学大学院工学研究科教授

平成26年9月17日
※平成26年度は他5件

保健福祉委員会
人と動物が幸せに暮らす社会の実現プロジェクト
について

環境省自然環境局総務課動物愛護管理室長

平成27年9月15日
※平成27年度は他5件

まちづくり委員会 これからの地域公共交通の役割について 埼玉大学大学院教授

平成28年12月9日
※平成28年度は他17件

総合政策委員会
請願第48号「公募型プロポーザル方式入札につ
いて」

請願者

千葉市 ○ 平成29年3月15日 本会議
千葉市教育委員会の教育長の任命について
（所信表明）

教育長候補者

平成26年9月22日
※平成26年度は他5件

市会運営委員会 議会基本条例制定後の活用について 東京財団 研究員

平成27年11月30日
※平成27年度は他5件

観光・創造都市・国際戦略
特別委員会

2020オリンピック・パラリンピック東京大会に向け
た文化プログラムの展開について

文化庁長官官房政策課文化プログラム推進企
画官

平成29年１月23日
※平成28年度は他1件

こども青少年・教育委員会
少年育成指導官として考えること～ひとりの子供
の立ち直りが未来の社会を変える～

福岡県警察本部生活安全部少年課 北九州少
年サポートセンター 少年育成指導官

相模原市 ○ 平成28年3月14日 建設委員会
公共下水道への無断接続等（未賦課、誤賦課及
び減免誤り）及び下水道事業受益者負担金の徴
収漏れについて

平成21年度土木部長

平成27年12月17日
※平成27年度は他１件

農業活性化調査特別委員
会

ＴＰＰ大筋合意と政策大綱の内容について 農林水産省北陸農政局新潟支局長地方参事官

平成28年12月20日
※平成28年度は他１件

農業活性化調査特別委員
会

農福連携について 新潟市障がい者あぐりサポートセンター長

静岡市 ×

浜松市 ×

名古屋市 ○ 平成28年4月28日 経済水道委員会 名古屋城天守閣の整備検討について 株式会社竹中工務店名古屋支店総括代理人

京都市 ○
平成28年1月6日
※平成27年度は他4件

教育福祉委員会 児童相談所における児童記録について 京都市会議員

平成26年10月1日
※平成26年度は他2件

民生保健委員会
議案第334号　地方独立行政法人大阪市民病
院機構に係る中期計画の認可についてなど

地方独立行政法人大阪市民病院機構事務局長

平成27年6月3日
※平成27年度は他1件

民生保健委員会
大阪市民病院機構職員の不祥事案についてな
ど

地方独立行政法人大阪市民病院機構理事長他
２名

堺市 ×

平成26年5月28日
※平成26年度は他10件

文教こども委員会 土曜日を活用した教育の在り方 京都府教育庁指導部学校教育課学力担当課長

平成27年9月9日
※平成27年度は他2件

大都市行財政制度に関す
る特別委員会

超高齢社会の到来と大都市制度改革 一橋大学大学院法学研究科教授

平成28年11月24日
※平成28年度は他10件

福祉環境委員会
議員提出第17号議案　神戸市人と猫との共生に
関する条例の件

神戸市獣医師会会長

平成26年10月21日
※平成26年度は他1件

企業会計決算等審査特別
委員会

平成25年度岡山市病院事業会計決算及び平成
25年度岡山市地方独立行政法人移行準備病院
会計決算について

地方独立行政法人岡山市立総合医療センター
理事長

平成28年1月7日 議会運営委員会
岡山市議会テレビ制作放送等に関する業務委
託について

岡山放送株式会社社員他12名

平成29年1月27日
※平成28年度は他2件

多様性のある社会実現調
査特別委員会

個人としての多様性の尊重と、ＬＧＢＴ等の正し
い理解について

岡山大学大学院保健学研究科

広島市 ×

北九州市 ○
平成26年8月4日
※平成26年度は他1件

経済港湾委員会 中小企業振興 北九州商工会議所専務理事他6名

福岡市 ×

平成26年10月1日 経済委員会
「馬屠畜施設の整備方針」並びに「経営運営方
針（馬屠畜料金等）」について

株式会社熊本中央食肉センター代表取締役

平成29年3月24日 本会議
熊本市教育委員会の教育長の任命について
（教育長候補者の所信表明）

教育長候補者

平成26年5月21日 市民委員会
川崎市外国人市民代表者会議2013年度年次報
告について

川崎市外国人市民代表者会議第９期委員長他1
名

平成28年3月18日
※平成27年度は他1件

本会議 川崎市教育委員会の教育長の任命について 教育長候補者

平成28年5月19日 文教委員会
川崎市外国人市民代表者会議2015年度年次報
告について

川崎市外国人市民代表者会議第10期委員長他
1名

札幌市 ○

仙台市 ○

さいたま市 ○

横浜市 ○

新潟市 ○

大阪市 ○

川崎市 ○

神戸市 ○

岡山市 ○

熊本市 ○

1
0



公聴会及び公聴会に準ずる会議の開催状況

１　公聴会〔地方自治法第115条の2第1項等に基づく〕の開催について

開催日 開催した委員会 テーマ・案件 出席者

横浜市 平成22年８月26日 　市民・消防委員会

　保土ヶ谷区仏向町西部地区の
住居表示実施に伴う新町名及
び新町界における、住居表示に
関する法律第５条の２第６項の規
定に基づく公聴会

　対象区域の住民のうち公
述を希望する者〔賛成２人、
反対５人〕

２　公聴会に準ずる会議の開催について

開催日 開催した委員会 テーマ・案件 出席者

平成28年10月17日
　第二部決算及び
議案審査特別委員
会

　札幌市電車乗車料金条例の
一部改正に関する聴聞会

連合北海道札幌地区連合
会事務局長ほか　計３人

平成20年６月５日
　議案審査特別委
員会

　札幌市廃棄物の減量及び処
理に関する条例の条例の一部
改正等に関する聴聞会

北海道大学公共政策大学
院公共政策学連携研究部
教授ほか　計６人

札幌市
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